
本研究による建築材料に関する
性能表示・認証システムの技術的
枠組み・内容の開発を踏まえて導
入される建築材料等の品質確保
のための新たな仕組みにより、建
築基準法に基づく建築基準の的確
な運用が促進され、国民の安全性
の確保や消費者保護等の実効性
を高めることが可能となる。

効果効果

多様な技術・材料の採用を円滑化するという建築基準における性能規定化の目的を達成するとともに、建築材料の品質確保対策の
充実・強化に対する国民の要請や我が国の建築基準体系に求められている国際整合化にも十分配慮された建築材料等の品質確保のため
の新たな仕組みを導入する。

目的目的

性能規定化に対応した材料等
の性能特性項目を明確化し、こ
れに即した材料等の性能評価・
表示システムの開発を行うととも
に、建築材料の製造・供給者等
が実施する建築工事に用いられ
る材料の性能品質管理の信頼性
認証システムの開発等を行い、
新たな建築材料の性能表示・認
証システムの構築に向けた技術
的枠組みの検討を行う。

内容内容

建築基準の性能規定化の一層の推進のための建築材料等の性能表示・認証システムに関する研究

従
来
の
状
況

従来型基準（仕様ベース）
・伝統的な評価指標(例：許容応力度)
・標準的仕様や施工方法が前提

・規格への適合表示確認

性能規定化

新たな性能要求適合検証法
・新たな材料性能特性項目（例：部材
の変形特性）も採用可能
・（大臣認定によらず）多様な材料・仕
様・施工方法が可能

性能要求適合検証法
（多様な方法）

・任意の性能項目
・多様な材料・仕様・施工方法が可能

現
状

建築基準の要求適合検証法 材料等の設計値の設定

目
標
像

使用材料等の品質確認

・JIS等の製品規格適合品
が前提（製品規格を引用）

＊特殊な技術・材料等に対しては、個別に大臣認定制度の適用が必要

・規格への適合表示確認・JIS等の製品規格の引用

+

+

従来型基準（仕様ベース）

+

＊既往の製品規格が定められている材料等の場合

規格で規定されていない特性項目には対応困難

＊製品規格に含まれない性能特性、製品規格に適合しない新材料等

製造者等の負担
が敬遠され採用
が進まない状況

材料性能特性の表示・
認証システムがないた
め、大臣認定で対応

大臣認定で
JISと同等の品
質管理を要求

品質の認証システム（性能表示
による「設計値」への材料品質
の適合性を確認）の信頼性承認
・多様な製品規格適合、サンプ
ル試験等＋適切な品質管理（多
様な組合せから選択）

新たな性能表示システム
・多様な材料を対象に
・任意の性能項目に対応
・適切な性能検証法

多様な性能適合検証法の採用が容易に
多様な材料の選択が容易に
実効性のある品質確保の仕組み

性能規定化の目的である、新技術や海
外製品等の採用促進が実現
安全性の確保・消費者保護の実現

本研究により技術的枠
組みと基準試案を開発
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